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平成 30年 11月 20日 

各 位 

会社名 株式会社ＳＲＡホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 鹿島 亨 

（コード番号 3817、東証一部） 

問合せ先 管理本部長 平田 淳史 

（TEL.03-5979-2666） 

 

株式会社ＳＲＡが保有する Hackett Enterprises Limitedの株式を売却し、 

対価として、Madison Holdings Group Limitedの新株を引き受ける件に関するお知らせ 

 

 株式会社ＳＲＡホールディングス（本社：東京、代表取締役社長 鹿島 亨、以下「ＳＲＡＨＤ」）の

主たる事業会社である株式会社ＳＲＡ（本社：東京、代表取締役社長 石曾根 信、以下「ＳＲＡ」）は、

Hackett Enterprises Limited（本社：香港、CEO Ting Pang Wan Raymond、以下「Hackett」）と平成

28年 7月に業務・資本提携契約を締結しました。今回、Hackettが、Madison Holdings Group Limited

（香港上場コード：8057、Chairman Ting Pang Wan Raymond、以下「Madison」）の子会社となること

に伴い、ＳＲＡが保有する Hackett 株式全株を Madison に売却し、Madison の新株を引き受けること

となりました。 

この度、香港証券取引所より開示することの承認が得られましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

記 

Ⅰ．新株引受の経緯 

・Madisonは Hackettを子会社とするために、Hackett の株式を購入する。 

・ＳＲＡは、保有する Hackettの全株式(25株、保有割合 25％)を Madisonに売却し、その対価とし

て Madisonの新株（404,545,454株）を引き受ける。その結果、ＳＲＡは Madison株式 42,500,000

株（保有割合 0.99%）から 447,045,454 株（同 約 8.61％）を保有することとなり、全株売却した

Hackett は、ＳＲＡＨＤの持分法適用会社から除外となる。なお､同社との業務提携は継続する。 

・新株発行については、香港 Securities and Futures Commission（香港証券先物取引監査委員会、

以下「SFC」という）の批准を経て、Madison の株主総会の承認後となる。 

ＳＲＡは、非上場の Hackett 株式が香港市場上場の Madison 株式に換わることで流動性が増し保有

株式の質的向上が図られキャピタルゲインが得られるメリットもあると判断しました。 

  (参考) Madison の 404,545,454 株は 11 月 19 日の香港市場での終値 0.65HK$、為替レート

1HK$=14.4円（TTM）で換算した場合、約 37.8 億円に相当 

 

Ⅱ．今後の展開 

 1．Madisonについて 

 Madisonは、金融サービス業（金融サービス・資産管理・証券業）、ブロックチェーン技術の活用
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事業、高級ワインの販売事業を手掛けています。最近も、FinTech 関連の会社をＭ＆Ａする等、 

業務拡大を図っています。 

ＳＲＡは Madison グループの金融サービス業に関するシステム開発を行うと共に、共同で独自の

FinTech サービスを提供する計画です。また、両社はブロックチェーン技術を応用したシステム

開発も進め、シナジー効果を高めビジネスの拡充を目指します。 

 

参考：Hackettとの業務・資本提携契約について 

https://www.sra-hd.co.jp/Portals/0/ir/others/20160728.pdf 

 

2．今後の日程 

平成 31年 2 月中旬（予定）   SFC 批准 

平成 31年 3 月中旬（予定）     Madison株主総会承認 

平成 31年 3 月中旬（予定）   Madisonの新株をＳＲＡが引受 

 

Ⅲ．両社の概要と業績 

 1．両社の概要 

(１)名 称 株式会社ＳＲＡ 

(２)所 在 地 東京都豊島区南池袋二丁目 32番 8号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石曾根 信 

(４)事 業 内 容 情報サービス業 

(５)資 本 金 2,640 百万円 

(６)設 立 年 月 日 昭和 42年 11月 20 日 

(７)決 算 期 3 月 31日 

(８)純 資 産 16,474百万円 

(９)総 資 産 33,366百万円 

(10)発 行 済 株 式 数 15,240,000株 

(11)従 業 員 数 875人 

(12)大 株 主 及 び 

持  株  比  率 
（株）SRAホールディングス 100.00％ 

(13)主 要 取 引 銀 行 

三菱ＵＦＪ銀行 

農林中央金庫 

七十七銀行 

（注）上記記載の内容は、平成 30年 3月 31日現在の連結数値です。 
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(１)名 称 Madison Holdings Group Limited 

(２)所 在 地 Flat A & B, 10th Floor, North Point Industrial Building, 

499 King’s Road, North Point, Hong Kong 

(３)代表者の役職・氏名 Chairman Ting Pang Wan Raymond 

(４)事 業 内 容 金融サービス業、ブロックチェーン活用事業、高級ワイン販売業 

(５)資 本 金 4 百万 HK$（54百万円） 

(６)設 立 年 月 日 平成 27年 4 月 15日 

(７)決 算 期 3 月 31日 

(８)純 資 産 154百万 HK$（2,085百万円） 

(９)総 資 産 292百万 HK$（3,956百万円） 

(10)発 行 済 株 式 数 4,000,000,000株 

(11)従 業 員 数 47 人 (単体) 

(12)大 株 主 及 び 

持  株  比  率 
Ting Pang Wan Raymond 52.76％ 

(13)主 要 取 引 銀 行 中国建設銀行(亞洲)、香港上海匯豊銀行 

（注）上記記載の内容は、平成 30年 3月 31日現在の連結数値です。 

 

両社間の関係 資本関係 ＳＲＡが Madison株式の 0.99％を保有 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

 

 2．両社の最近の業績 

名 称 株式会社ＳＲＡ 

決 算 期 平成 28年 3月期 平成 29年 3 月期 平成 30年 3 月期 

純 資 産 14,677 百万円 15,349百万円 16,892百万円 

総 資 産 27,303 百万円 31,453百万円 33,366百万円 

1 株 当 た り 純 資 産 963.08 円 1,056.66 円 1,081.01 円 

売 上 高 18,541 百万円 19,142百万円 20,055百万円 

営 業 利 益 2,262百万円 2,542 百万円 2,388 百万円 

経 常 利 益 2,298百万円 2,741 百万円 2,878 百万円 

当 期 純 利 益 72百万円 1,869 百万円 1,265 百万円 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 4.74円 122.70円 83.06 円 
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名 称 Madison Holdings Group Limited 

決 算 期 平成 28年 3 月期 平成 29年 3 月期 平成 30年 3 月期 

純 資 産 124百万 HK$ 

（1,692百万円） 

154百万 HK$ 

（2,085百万円） 

148百万 HK$ 

（2,008百万円） 

総 資 産 129 百万 HK$ 

（1,748百万円） 
162百万 HK$ 

（2,200百万円） 

292百万 HK$ 

（3,956百万円） 

1 株 当 た り 純 資 産 0.31HK$ 

（4.18円） 

0.04HK$ 

（0.50円） 

0.04HK$ 

（0.52円） 

売 上 高 127百万 HK$ 

（1,715百万円） 

140百万 HK$ 

（1,890百万円） 

160百万 HK$ 

（2,166百万円） 

営 業 利 益 △19百万 HK$ 

（△267百万円） 

△16百万 HK$ 

（△226百万円） 

△27百万 HK$ 

（△372百万円） 

経 常 利 益 △7百万 HK$ 

（△95百万円） 

△15百万 HK$ 

（△205百万円） 

△32百万 HK$ 

（△446百万円） 

当 期 純 利 益 △9百万 HK$ 

（△125百万円） 

△14百万 HK$ 

（△200百万円） 

△157百万 HK$ 

（△2,126百万円） 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 △0.023HK$ 

（△0.31円） 

△0.004HK$ 

（△0.05円） 

△0.039HK$ 

（△0.53円） 

（注）上記記載の内容は、連結数値です。為替レートは、平成 30年 3月末日の仲値 1HK$=13.54円を使用して

います。 

 

Ⅳ．今後の見通し 

現時点では、本件が当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

以上 


